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沿革

主要関係会社（連結対象）

組織図

会社情報

2007年春 

ピュアな空気と水に包まれた 

「しなの」の地に「総合開発研究所」が稼動します 

ネクストステージに向けた 

新たな挑戦です 

「しなの」のシンボル梓川の清流



売上高は、前年度の3,179億6千6百万円に比

べて583億4千万円増加し、3,763億6百万円

（前年度比118.3％）となりました。

産業関連事業は、前年度の1,357億4千8百万

円に比べて334億2千4百万円増加し、1,691億

7千2百万円（前年度比124.6％）となりました。

医療関連事業は、前年度の303億1千4百万円

に比べて122億7千7百万円増加し、425億9千1

百万円（前年度比140.5％）となりました。エ

ネルギー関連事業は、前年度の407億1千8百

万円に比べて60億1千4百万円増加し、467億3

千3百万円（前年度比114.8％）となりました。

生活関連事業は、前年度の289億2千万円に比

べて4億7千8百万円増加し、293億9千9百万円

（前年度比101.7％）となりました。ケミカル

関連事業は、前年度の593億2千4百万円に比

べて68億8千9百万円増加し、662億１千３百

万円（前年度比111.6％）となりました。その

他の事業は、前年度の229億4千2百万円に比

べて7億4千3百万円減少し、221億9千8百万円

（前年度比96.8％）となりました。

売上原価は、前年度の2,353億3百万円に比

べて492億1千5百万円増加し、2,845億1千7

百万円となりました。

販売費及び一般管理費は、前年度の645億2

千8百万円に比べて68億4千8百万円増加し、

713億7千6百万円となりました。

営業利益は前年度の181億3千5百万円に比

べて22億7千8百万円増加し、204億1千3百万

円（前年度比112.6％）となりました。

産業関連事業は、前年度の119億3千6百万

円に比べて21億5千2百万円増加し、140億8

千8百万円（前年度比118.0％）となりました。

医療関連事業は、前年度の14億8千2百万円に

比べて5億3千2百万円増加し、20億1千4百万

円（前年度比135.9％）となりました。エネ

ルギー関連事業は、前年度の15億9千8百万円

に比べて3千2百万円増加し、16億3千1百万

円（前年度比102.0％）となりました。生活

関連事業は、前年度の△9千4百万円に比べて

3億円悪化し、△3億9千4百万円となりました。

ケミカル関連事業は、前年度の23億4千万円

に比べて2千1百万円減少し、23億1千9百万

円（前年度比99.1％）となりました。その他

の事業は、前年度の8億7千3百万円に比べて1

億1千8百万円減少し、7億5千5百万円（前

年度比86.5％）となりました。

その他の収益及び費用は、前年度の45億9

千1百万円の費用（純額）から11億8千7百万

円の費用（純額）となりました。

税金等調整前当期純利益は、前年度の

135億4千4百万円に比べて56億8千2百万円増

加し、192億2千5百万円となりました。

法人税等は、前年度の45億8千3百万円に

比べて38億8千9百万円増加し、84億7千2百

万円となりました。

少数株主利益は、前年度の11億5千8百万円

に比べて5千2百万円減少し、11億6百万円と

なりました。

当期純利益は、前年度の78億3百万円に比

べて18億4千5百万円増加し、96億4千8百万

円（前年度比123.6％）となりました。その

結果、1株当たり当期純利益は前年度の50.73

円から61.93円に増加し、株主資本利益率

（ROE）は前年度の10.7％から11.5％、総資

産利益率（ROA）は前年度の7.0％から7.5％

に向上しました。

流動資産は、前年度の1,169億3千5百万円

に比べて155億4千2百万円増加し、1,324億

7千7百万円となりました。業容の拡大なら

びに川重防災工業（株）、西村器械（株）、

サンケミカル（株）などの新規連結会社の

増加により受取手形及び売掛金が増加（前

年度比＋127億5千万円）したこと、たな卸

資産が増加（前年度比＋21億6千2百万円）

したことによるものです。

固定資産は、前年度の1,565億2千9百万円

に比べて173億6千万円増加し、1,738億8千
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営業活動によるキャッシュ・フローは、税

金等調整前当期純利益192億2千5百万円なら

びに減価償却費132億6千7百万円から法人税

等の支払額80億4千万円を控除した結果、

235億1千1百万円となりました。前年同期と

比較して、税金等調整前当期純利益が増加し

ましたが、事業拡大によって運転資本の支出

が増加したことから、16億3千6百万円増加と

なりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、設

備投資におきましては、産業関連における和

歌山工場の大型酸素プラント、小倉工場のV3

をはじめとするガス製造設備の新設、医療関

連における在宅酸素濃縮器などの取得、ケミ

カル関連におけるGMP設備の新設など積極

的な投資を行い、合計225億5百万円の支出と

なりました。事業投資につきましては、川重

防災工業（株）の株式公開買付けによる連結

子会社化ならびに西村器械（株）、サンケミ

カル（株）、松山酸素（株）、（株）孝安産業

の株式取得などによる支出が28億2百万円と

なりました。その結果、投資活動によるキャ

ッシュ・フローは219億3百万円の支出となり

ました。前年同期と比較して、設備投資によ

る支出が増加したことにより、2億9千6百万

円支出が増加しております。

財務活動によるキャッシュ・フローは、6

億5千6百万円の収入となりました。前年同

期と比較して、17億7千3百万円増加してお

ります。

以上の結果、現金および現金同等物の期末

残高は、前期末と比較して25億1千9百万円増

加し、128億7千6百万円となりました。
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借入金が減少（前年度比△81億9千1百万円）

したこと、一方で繰延税金負債が増加（前

年度比＋30億4千7百万円）したことによる

ものです。

以上の結果、総負債は前年度の1,911億9

千4百万円に比べて167億6千2百万円増加

し、2,079億5千６百万円となりました。

なお、有利子負債は前年度の981億1千万

円に比べて71億6千3百万円増加し、1,052

億7千3百万円となりましたが、有利子負債

比率は34.4％に下がりました。

株主資本は、当期純利益96億4千8百万円

による増加、転換社債型新株予約権付社債

の権利行使による株式転換による増加（前

年度比＋23億円）、ケミカル事業再編におけ

るタテホ化学工業（株）との株式交換によ

る増加（前年度比＋19億2千7百万円）、そ

の他有価証券評価差額金の増加（前年度

比＋30億3千1百万円）などにより、前年度

の767億8千4百万円に比べて141億9百万円

増加し、908億9千4百万円となりました。

9百万円となりました。積極的な投資により、

機械装置及び運搬具が増加（前年度比＋65

億5千2百万円）したこと、投資有価証券が

増加（前年度比＋55億6千6百万円）したこ

とによるものです。

以上の結果、総資産は前年度の2,734億6

千4百万円に比べて329億3百万円増加し、

3,063億6千6百万円となりました。

流動負債は、前年度の1,121億6千4百万円

に比べて221億6千1百万円増加し、1,343億

2千5百万円となりました。支払手形及び買

掛金が増加（前年度比＋49億2千5百万円）

したこと、および短期借入金が増加（前年

度比＋139億6千1百万円）したことによる

ものです。

固定負債は、前年度の790億3千1百万円

に比べて53億9千9百万円減少し、736億3千

1百万円となりました。2009年満期円貨建

転換社債型新株予約権付社債の権利行使に

よる株式転換により、新株予約権付社債が

減少（前年度比△23億円）したこと、長期

（百万円）（百万円）

この結果、1株当たり株主資本は、前年度の

506.52円に比べて53.42円増加し、559.94円

となり、株主資本比率は前年度の28.1％か

ら29.7％に上昇しました。
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有利子負債／営業キャッシュ・フロー 営業キャッシュ・フロー／利払い

1．各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

2．株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。

3．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロ

ーを使用しております。

有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対

象としております。

また、利払いについては連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

況に影響が及ぶ可能性があります。当社は

食品衛生法・JAS法（品質表示基準）など

に則り冷凍食品やハム・デリカなどの食品

を製造・販売しておりますが、品質などの

問題が発生した場合には消費者の信用を失

い、当社の業績や財務状況に影響が及ぶ可

能性があります。

当社は近年積極的にM&Aを展開し業容の

拡大を図っております。事業投資が当初計

画しておりました業績から乖離する場合、

当社の業績や財務状況に影響が及ぶ可能性

があります。

当社の各事業において様々な競合会社が

存在し、異業種からの新規参入などの潜在

的な競合リスクも存在します。そのため、

事業の拡大やコスト削減などの競合会社へ

の対応が遅れた場合、当社の業績や財務状

態に影響が及ぶ可能性があります。

当社は国内外において、環境関連法規の

規制を受けており、環境関連法規を遵守し

た事業活動を行っておりますが、環境関連

法規の改定によって規制強化が図られた場

合、対応コストの増大により当社の業績や

財務状態に影響が及ぶ可能性があります。

地震などの自然災害が発生したことによ

り、当社の製造拠点が重大な損害を受け、

生産能力の大幅な低下もしくは生産活動の

遅れが生じた場合、当社の業績や財務状態

に影響が及ぶ可能性があります。

これらの他にも様々なリスクが存在して

おり、ここに記載されたリスクが当社グル

ープの全てのリスクではありません。

当社グループの事業展開上、リスクとな

る可能性がある主な事項は次の通りです。

なお、文中における将来に関する事項は

当連結会計年度末において判断したもので

あります。

当社が製造・販売する酸素や窒素などの

産業ガスは鉄鋼、エレクトロニクス、自動

車や造船業界を大口顧客としております。

そのため、主に東アジアの高成長に支えら

れている当該業界の需要動向によっては産

業ガスの販売が影響を受ける可能性があり

ます。

当社が販売しておりますLPG・灯油はCP

価格・原油価格などの影響を受けますが、

仕入価格の変動を販売価格に速やかに転嫁

できない場合は、LPG・灯油の収益が影響

を受ける可能性があります。

また、当社が販売しております冷凍食品

の食材の一部である水産品は水揚げ高によ

って仕入・販売価格などへの影響を及ぼ

し、さらに収益に影響を及ぼす可能性があ

ります。

原油価格の高騰などにより軽油価格など

が上昇した場合、軽油費、燃油費、船舶利

用費、航空利用費などの運送原価が増加し

ます。これら費用増の相当分を顧客に転嫁

できない場合は、収益に影響を及ぼす可能

性があります。

当社は医療機関向けに医療用ガスや医療

サービスを提供しております。そのため、

薬価改定の内容によっては医療用ガスや医

療サービスの販売が影響を受ける可能性が

あります。

当社は高圧ガス保安法や液化石油ガス法

に則り高圧ガスなどを製造・販売しており

ますが、工場事故などが発生した場合、当

社の業績や財務状況に影響が及ぶ可能性が

あります。当社は薬事法に則り医療用ガス

や医療機器を製造・輸入販売しております

が、リコールや製造物責任賠償につながる

ような製品の欠陥は、当社の業績や財務状



エア・ウォーター株式会社　2006年3月期及び2005年3月期

投資その他の資産：

投資有価証券（注記5、7）　

出資金

繰延税金資産（注記9）

土地再評価にかかる繰延税金資産（注記6）

その他の資産（注記7）

貸倒引当金

　　　投資その他の資産合計

　　　資産合計

 

28,490   

1,132   

2,587   

3,291   

22,532   

（1,077） 

56,955   

¥306,366  

 

 22,924  

936  

2,343  

3,604  

22,310  

（1,783）

50,334  

¥273,464  

 

242,530   

9,637   

22,023   

28,016   

191,810   

（9,169） 

484,847   

$2,608,036  

資産 

流動資産：　

現金及び預金（注記3、7）

有価証券（注記5）

受取手形及び売掛金

たな卸資産（注記4）

短期貸付金

繰延税金資産（注記9）

その他流動資産

貸倒引当金

　　　流動資産合計

2006 2005

百万円

2006

千米ドル（注記1）

 

 

¥  12,989   

362   

81,601   

23,988   

4,999   

2,688   

6,250   

（400）

132,477  

 

  

¥  11,023  

5  

68,851  

21,826  

5,288  

2,467  

7,700  

（225）

116,935  

 

 

$   110,573   

3,082   

694,654   

204,205   

42,556   

22,882   

53,205   

（3,405） 

1,127,752  

有形固定資産（注記7）：

土地（注記6）　

建物及び構築物

機械装置

建設仮勘定

その他

減価償却累計額

　　　有形固定資産合計

 

36,791   

67,471   

95,349   

4,456   

52,683   

256,750   

139,816   

116,934  

 

34,557  

61,882  

85,212  

4,640  

49,877  

236,168  

129,973  

106,195  

 

313,195   

574,368   

811,688   

37,933   

448,480   

2,185,664   

1,190,227   

995,437  

負債、少数株主持分及び資本 

流動負債： 

支払債務：

　支払手形及び買掛金（注記7）

　設備未払金及び設備支払手形

短期借入債務及び一年内返済予定長期借入債務(注記7)

未払費用及び賞与引当金

未払法人税等(注記9)

その他流動負債

　　　流動負債合計

国定負債： 

返済予定１年超の長期借入債務（注記7）

繰延税金負債（注記9）

土地再評価に係る繰延税金負債（注記6）

退職給付引当金（注記19）

役員退職慰労引当金

その他固定負債

　　　固定負債合計

偶発債務（注記12）

少数株主持分 

 

資本の部（注記10）：

資本金

　授権株式数 -480,000,000株

　発行済株式数 -162,524,257株（2006年）

　　　　　　 　-151,700,942株（2005年）

資本剰余金

連結剰余金（注記20）

土地再評価差額金（注記6）

その他有価証券評価差額金

為替換算調整勘定

自己株式

　2006年 -465,719株

　2005年 -351,603株

　　　資本合計

　　　負債、少数株主持分及び資本合計 

2006 2005

百万円

2006

千米ドル（注記1）

 

 

 

¥  59,389   

4,683   

49,285   

10,085   

3,582   

7,301   

134,325   

 

 

55,987   

5,611   

280   

7,635   

1,913   

2,205   

73,631   

 

 

 

7,516   

 

 

 

 

16,664   

 

15,144   

58,830   

（4,638） 

5,624   

（408） 

（322） 

 

 

90,894   

¥306,366  

 

  

¥  54,464  

3,495  

32,010  

9,517  

4,372  

8,306  

112,164  

66,100  

2,564  

282  

5,808  

1,800  

2,477  

79,031  

5,485  

15,514  

12,024  

52,185  

（5,094）

2,593  

（237）

（201）

76,784  

¥273,464  

 

 

 

$   505,567   

39,865   

419,554   

85,852   

30,493   

62,152   

1,143,483   

 

 

476,607   

47,765   

2,384   

64,995   

16,285   

18,771   

626,807   

 

 

 

63,982   

 

 

 

 

141,857   

 

128,918   

500,809   

（39,482） 

47,876   

（3,473） 

（2,741） 

 

 

773,764   

＄2,608,036  

添付の連結財務諸表注記はこれらの連結財務諸表の一部です。



売上高 

売上原価 

販売費及び一般管理費 

営業利益 

 

その他の収益（費用） 

受取利息及び受取配当金

支払利息

持分法による投資利益

固定資産売却益

投資有価証券売却益

固定資産売却損及び廃棄損

減損損失（注記16）

投資有価証券等売却損（注記13）

投資有価証券等評価損（注記14）

退職給付会計基準変更時差異償却額

関係会社整理損失（注記15）

特別退職金

棚卸資産処分損

その他

税金等調整前当期純利益 

法人税等（注記9）：

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額 

少数株主利益 

当期純利益 

2006 2005

百万円

2006

千米ドル（注記1）

¥376,306   

284,517   

71,376   

20,413   

   

   

351   

（1,044） 

1,498   

123   

348   

（674） 

（1,247） 

（14） 

（95） 

－   

－   

（17） 

（204） 

（213） 

19,225   

 

 

6,655   

1,816   

10,754   

 

（1,106） 

¥    9,648   

 ¥317,966  

235,303  

64,528  

18,135  

  

279  

（1,076）

385  

62  

183  

（983）

－  

（63）

（67）

（1,358）

（1,568）

（55）

（287）

（43）

13,544  

6,848  

（2,265）

8,961  

（1,158）

¥    7,803  

$3,203,422   

2,422,040   

607,610   

173,772   

 

 

2,988   

（8,887） 

12,752   

1,047   

2,962   

（5,738） 

（10,615） 

（119） 

（809） 

－   

－   

（145） 

（1,737） 

（1,812） 

163,659   

 

　 

56,653   

15,459   

91,547   

 

（9,415） 

$     82,132  

1株当たり情報 

１株当たり当期純利益

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

１株当たり配当額

2006 2005

円

2006

米ドル（注記1）

 

¥61.93   

54.17   

17.00   

  

¥50.73  

48.05  

14.00  

 

$0.53   

0.46   

0.14   

 

 
2004年3月31日残高 

当期純利益

自己株式処分差益

為替換算調整勘定の増減

自己株式の増減

連結子会社増加による連結剰余金増加高

連結子会社増加による連結剰余金減少高

持分法適用会社増加による連結剰余金減少高

合併による減少高

配当金

役員賞与

土地再評価差額金の減少

その他有価証券評価差額金の増減

その他

2005年3月31日残高 

当期純利益

株式交換に伴う増加高

新株予約権の行使に伴う増加高

自己株式処分差益

為替換算調整勘定の増減

自己株式の増減

連結子会社増加による連結剰余金減少高

合併による減少高

配当金

役員賞与

土地再評価差額金の減少

その他有価証券評価差額金の増減

2006年3月31日残高 

自己株式

百万円

 

 

¥（125）

－  

－  

－  

（76）

－  

－  

－  

－  

－  

－  

  －  

－  

  　　－  

 ¥（201）

  －   

  －   

－   

－   

－   

（121） 

－   

－   

－   

－   

－   

－   

¥（322） 

為替換算

調整勘定

 

 

¥（225）

－  

－  

（12）

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

  －  

－  

  　　－  

 ¥（237）

  －   

  －   

－   

－   

（171） 

－   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

¥（408） 

その他

有価証券

評価差額金

¥1,256  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

  －  

1,337  

－  

 ¥2,593  

  －   

  －   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

3,031   

¥5,624  

土地

再評価

差額金

 

 

¥（5,181）

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

 87  

－  

  　　－  

 ¥（5,094）

  －   

  －   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

456   

－   

¥（4,638） 

利益

剰余金

 

 

¥46,459  

7,803  

－  

－  

－  

15  

（215）

（2）

（42）

（1,666）

（75）

（87）

－  

 （5）

¥52,185  

9,648   

  －   

－   

－   

－   

－   

（65） 

（87） 

（2,270） 

（125） 

（456） 

－   

¥58,830  

資本

剰余金

 

 

¥12,023  

－  

1  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

  －  

－  

  　　－  

¥12,024  

  －   

  1,927   

1,150   

43   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

¥15,144  

資本金

 

 

¥15,514  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

  －  

－  

  　　－  

¥15,514  

  －   

 －   

1,150   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

¥16,664  

発行済

株式数

 

 

151,700,942  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

  －  

－  

  　　－  

151,700,942  

－   

8,239,047   

2,584,268   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

162,524,257  

 

 
2005年3月31日残高 

当期純利益

株式交換に伴う増加高

新株予約権の行使に伴う増加高

自己株式処分差益

為替換算調整勘定の増減

自己株式の増減

連結子会社増加による連結剰余金減少高

合併による減少高

配当金

役員賞与

土地再評価差額金の減少

その他有価証券評価差額金の増減

2006年3月31日残高 

自己株式

千米ドル（注記1）

 

 

$（1,711）

－   

－   

－   

－   

－   

（1,030） 

－   

－   

－   

－   

  －   

－   

$（2,741） 

為替換算
調整勘定

 

 

$（2,018）

－   

－   

－   

－   

（1,455） 

－   

－   

－   

－   

－   

  －   

－   

$（3,473） 

その他
有価証券
評価差額金

 

 

$22,074  

－   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

  －   

25,802   

$47,876  

土地
再評価
差額金

 

 

$（43,364）

－   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

  3,882   

－   

$（39,482） 

利益
剰余金

 

 

$444,241   

82,132   

－   

－   

－   

－   

－   

（553） 

（741） 

（19,324） 

（1,064） 

（3,882） 

－   

$500,809  

資本
剰余金

 

 

$102,358  

－   

16,404   

9,790   

366   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

  －   

－   

$128,918  

資本金

 

 

$132,068  

－   

－   

9,789   

－   

－   

－   

－   

－   

－   

  －   

－   

－   

$141,857  

エア・ウォーター株式会社　2006年3月期及び2005年3月期

添付の連結財務諸表注記はこれらの連結財務諸表の一部です。

エア・ウォーター株式会社　2006年3月期及び2005年3月期

添付の連結財務諸表注記はこれらの連結財務諸表の一部です。



エア・ウォーター株式会社　2006年3月期及び2005年3月期

添付の連結財務諸表は日本の証券取引法及び関連

する会計諸法令及び日本で一般に公正妥当と認めら

れた会計基準に準拠して作成されております。日本

で一般に公正妥当と認められた会計基準は、国際財

務報告基準及び他の国々の会計処理及び開示の基準

と異なる部分があります。海外連結子会社の会計処

理はそれぞれの国で一般に公正妥当と認められる会

計基準に基づいて行われております。添付の連結財

務諸表は当社が日本で一般に公正妥当と認められた

基準に従って作成し、証券取引法の規定により財務

省の所管財務局に提出した連結財務諸表を組み替

え、英語へ翻訳したものであります（記述の追加及

び連結株主持分計算書の追加を含みます）。補足的

な情報については、日本語の連結財務諸表に記載さ

れている事項であっても、添付の連結財務諸表には

記載していない場合があります。

日本円から米ドルへの換算額は、主として海外の

読者の便宜を図るために記載しており、2006年3月

31日現在の為替相場1ドル=117.47円で換算してお

ります。これは便宜上の換算であって、日本円で表

示している金額が、実際に米ドル転換されているこ

とを示すものではなく、将来転換できることを示す

ものでもありません。

添付の連結財務諸表は、当社及び重要な子会社

（当社が議決権の過半数を所有している会社、ある

いは、当社による支配が事実として存在する会社）

から構成されております（以下、連結会社という。）

関連会社（当社が営業及び財務の方針に対して重

要な影響力を行使し得る被投資会社）は持分法によ

り処理されております。従って、その投資額は取得

日以後における未実現損益調整後の金額で計上され

ております。

連結子会社の数は、2006年3月期は61社であり、

2005年3月期は58社であります。また、持分法適用

会社は2006年3月期は5社であり、2005年3月期は8

社であります。

連結調整勘定は、2006年3月期及び2005年3月期

とも主として10～20年で均等償却しております。

連結財務諸表作成に当たって、連結会社間の重要

な取引、債権・債務及び未実現利益は消去されてお

り、少数株主負担分については少数株主持分に計上

しております。子会社の投資と資本の相殺消去に当

たり、子会社の資産及び負債は、少数株主に帰属す

べき部分も含めて、子会社に対する支配を獲得した

時点における公正価値に基づいて評価しております。

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計

基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 2002年8月9日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 2003年10月31日 企業会計基

準適用指針第6号）を適用しております。これによ

り、税金等調整前当期純利益が1 , 2 4 7百万円

（10,615千米ドル）減少しております。

子会社株式及び関連会社株式のうち、非連結及び

持分法非適用会社の株式については移動平均法によ

る原価法で計上しております。

当社の保有する時価のあるその他有価証券は、決

算期末日前1ヶ月の市場価格等に基づき評価してお

ります。

連結子会社の保有する時価のあるその他有価証券

は、決算期末日の市場価格等に基づき評価しており

ます。

時価のあるその他有価証券は時価で計上され、未

実現損益は税効果控除後の金額を資本の部に別掲し

ております。その他有価証券の売却損益は移動平均

法により算定しております。

その他の有価証券で時価のないものは移動平均法

による原価法で計上しております。その他有価証券

の時価が著しく低下し、回復可能性が無いと見込ま

れる場合、当該有価証券は時価で評価し、時価と簿価

との差額はその期間の損失として認識しております。

時価のないその他有価証券の実質価額が著しく下

落し、回復可能性がないと見込まれる場合、当該株

式を実質価額まで減損し、実質価額と簿価の差額は

損失として認識しております。このような場合には、

時価または実質価額が、これらの有価証券の翌会計

年度における期首簿価となります。

エア・ウォーター株式会社　2006年3月期及び2005年3月期

営業活動によるキャッシュ・フロー： 
税金等調整前当期純利益

　減価償却費

　減損損失

　連結調整勘定償却額

　貸倒引当金の減少額

　退職給付引当金の増減額

　受取利息及び受取配当金

　支払利息

　持分法による投資利益

　固定資産売却益

　固定資産売却損及び廃棄損

　投資有価証券売却益

　投資有価証券等売却損

　投資有価証券等評価損

　売上債権の増加額

　たな卸資産の増減額

　仕入債務の増加額

　役員賞与の支払

　その他

　　　小計

　利息及び配当金の受取額

　利息の支払額

　法人税等の支払額

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー： 

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出

投資有価証券の取得による支出

投資有価証券の売却による収入

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出（注記3）

貸付けによる支出

貸付金の回収による収入

その他

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー： 

短期借入金の純増減額

長期借入れによる収入

長期借入金の返済による支出

社債の発行による収入

社債の償還による支出

自己株式の取得による支出

自己株式の売却による収入

配当金の支払額

少数株主への配当金の支払額

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額 

現金及び現金同等物の増減額 

現金及び現金同等物の期首残高 

合併による現金及び現金同等物の増加額 

連結子会社増加による現金及び現金同等物の増加額 

現金及び現金同等物の期末残高（注記3）

2006 2005

百万円

2006

千米ドル（注記1）

 

¥19,225   

13,267   

1,247   

  508   

（602） 

（214） 

（351） 

1,044   

（1,498） 

（123） 

674   

（348） 

14   

95   

（5,955） 

3,261   

933   

（137） 

1,121   

32,161   

439   

（1,049） 

（8,040） 

¥23,511   

 

（21,124） 

3,218   

（1,381） 

（1,522） 

560   

（1,280） 

（1,815） 

138   

1,303   

（21,903） 

 

9,901   

12,447   

 （18,152） 

100   

（1,120） 

（124） 

183   

（2,270） 

（309） 

656   

39   

2,303   

10,357   

89   

127   

¥12,876   

 

  ¥13,544  

11,643  

－  

408  

（89）

1,099  

（279）

1,076  

（385）

（62）

983  

（183）

63  

67  

（7,312）

（2,653）

10,081  

（84）

980  

28,897  

388  

（1,076）

（6,333）

¥21,876  

（14,866）

2,514  

（1,508）

（2,234）

2,078  

（7,490）

（663）

729  

（167）

（21,607）

（10,692）

7,959  

（16,338）

20,100  

（280）

（80）

5  

（1,666）

（126）

（1,118）

3  

（846）

10,284  

41  

878  

¥10,357  

 

$163,659   

112,939   

10,615   

4,325   

（5,125） 

（1,822） 

（2,988） 

8,887   

（12,752） 

（1,047） 

5,738   

  （2,962） 

119   

  　　809   

 （50,694） 

  27,760   

  7,942   

（1,166） 

9,544   

273,781   

3,737   

（8,930） 

（68,443） 

＄200,145   

 

（179,825） 

27,394   

（11,756） 

（12,956） 

4,767   

（10,896） 

（15,451） 

1,175   

11,092   

（186,456） 

 

84,285   

105,959   

（154,525） 

851   

（9,534） 

（1,056） 

1,558   

（19,324） 

（2,630） 

5,584   

332   

19,605   

88,167   

758   

1,081   

$109,611  

添付の連結財務諸表注記はこれらの連結財務諸表の一部です。



現金および預金

預入期間が3ヶ月を超える定期預金

フリーフィナンシャルファンド

現金および現金同等物

2006 2005

百万円

2006

千米ドル

¥12,989   

（475） 

362   

¥12,876  

¥11,023  

（666）

－  

¥10,357  

$110,573   

（4,044） 

3,082   

$109,611  

2006年3月31日及び2005年3月31日現在における

連結貸借対照表上の現金預金と連結キャッシュ・フ

ロー計算書上の現金及び現金同等物との関係は以下

のとおりであります。

たな卸資産は主として総平均法による原価法によ

っております。

連結会社はヘッジ目的以外のデリバティブを時価で

評価し、時価の変動は損益として認識しております。

ただし、デリバティブがヘッジとして使用され一

定のヘッジ要件を満たす場合には、ヘッジ対象に係

る損益が認識されるまで、デリバティブの時価の変

動から生じる損益の認識を繰延べております。しか

し、先物為替予約が将来の外貨建取引をヘッジする

目的で行なわれ、一定のヘッジ要件を充足する場合

には、当該先物為替予約は予約レートにより計上さ

れ、先物為替予約に係る損益は認識されません。

有形固定資産は取得原価で計上されております。

減価償却は、主として法人税法に規定する見積耐用

年数に基づく定率法によっております。また、

1998年3月31日より後に取得した建物は定額法によ

っております。

自社利用ソフトウェアは、主としてその他の資産

として計上され利用可能期間（5年）に基づく定額

法によっております。

貸倒引当金は貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収不能見込額を見

積もって計上しております。

連結会社は、社外積立をしない一時

金制度と社外積立による雇用主全額負担の年金制度

の2種類の退職給付制度を有しており、資格を有す

るすべての従業員は、退職時の給与水準、勤続期間、

その他の要素に基づく退職給付を受けることができ

ます。

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込み額に

基づき、当連結会計年度末において発生していると

認められる額を計上しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定年数による定額法により、それぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理しております。

過去勤務債務については、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定年数による按分額を費

用処理しております。

当社及び一部の連結子会

社は、役員に対する退職慰労金支給に備えるため、

内規に基づく期末要支給額（役員退任年金の期末要

支給相当額を含む）を計上しております。

研究開発費は、2006年3月期に2,615百万円

（22,261千米ドル）、2005年3月期に2,317百万円で

あり、一般管理費に含まれております。

所有権移転がなく契約上購入条件のないファイナ

ンス・リースは、日本で一般に公正妥当と認められ

る会計基準に基づきオペレーティング・リースと同

様の処理によっております。

外貨建金銭債権債務は期末日レートで換算してお

ります。

繰延税金資産及び負債の認識に際しては、税務上

の繰越欠損金及び会計上の資産・負債と税務上の資

産・負債との間の一時差異の将来回収見込額を考慮

し、資産負債法によっております。

当連結会計年度の表示に合わせるために、過年度

分について組替再表示を行っております。これらの

変更は、報告済みの営業成績あるいは資本の部に影

響はありません。

現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少のリスクしか負わない取得日か

ら3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からな

っております。

1株当たり当期純利益は、普通株式の年間の平均

発行済株式数に基づいております。潜在株式調整後

1株当たり当期純利益は、期首時点において、新株

予約権付転換社債の行使により、普通株式が発行さ

れたとの仮定に基づくものであります。1株当たり

配当額は各年度に係る利益処分による配当額を表し

ております。

株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債は以下のとおりであります。

流動資産

固定資産

流動負債

固定負債

連結調整勘定

少数株主持分

株式追加取得時の当社グループ持分

取得価額

取得価額のうち、当期購入分

現金および現金同等物 

差引

2006 2005

百万円

2006

千米ドル

¥14,472   

6,249   

（10,321） 

（3,664） 

53   

（2,839） 

（39） 

3,911   

1,879   

（599） 

¥  1,280   

¥  2,638  

6,489  

（4,807）

（1,621）

7,268  

（111）

80  

9,936  

7,706  

（216）

¥  7,490  

$123,197   

53,197   

（87,861） 

（31,191） 

451   

（24,167） 

（332） 

33,294   

15,995   

（5,099） 

$  10,896   

製品及び商品

原材料

仕掛品

未成工事支出金

その他（貯蔵品）

2006 2005

百万円

2006

千米ドル

¥14,869   

2,176   

3,546   

1,184   

2,213   

¥23,988   

 ¥13,721  

1,504  

950  

3,590  

2,061  

¥21,826  

$126,577   

18,524   

30,186   

10,079   

18,839   

$204,205   

2006年3月31日及び2005年3月31日におけるたな卸資産の種類別内訳は以下のとおりであります。



銀行および保険会社からの借入金（0.68% ～5.76% 、2023年までの分割返済）

0.00％ 無担保円貨建転換社債型新株予約権付社債 償還期限2009年

0.42% 無担保社債 償還期限 2008年

0.38% 無担保社債 償還期限 2006年

0.78% 無担保社債 償還期限 2007年

1.33% 無担保社債 償還期限 2006年

0.20% 無担保社債 償還期限 2008年

0.82% 無担保社債 償還期限 2009年

1.24% 無担保社債 償還期限 2011年

0.51% 無担保社債 償還期限 2008年

0.62% 無担保社債 償還期限 2008年

0.97% 無担保社債 償還期限 2010年

一年内返済予定分を控除

2006 2005

百万円

2006

千米ドル

¥58,119   

17,700   

560   

－   

100   

－   

100   

140   

83   

136   

100   

100   

77,138   

21,151   

¥55,987  

 ¥62,197  

20,000  

840  

700  

100  

100  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

83,937  

17,837  

¥66,100  

$494,756   

150,677   

4,767   

－   

851   

－   

851   

1,192   

707   

1,158   

851   

851   

656,661   

180,054   

$476,607  

2002年3月31日、当社及び一部の連結子会社は、

｢土地の再評価に関する法律｣に基づいて、事業用土

地の再評価を行い、評価差額について税効果を認識

し、資本の部に計上しております。

非上場株式

千米ドル

2006  

帳簿価額

$68,426  

百万円

¥8,384  

2006  種類 2005  

¥8,038   

（1）2006年3月31日及び2005年3月31日現在における、時価のあるその他有価証券の取得原価及び帳簿価額

（時価）の要約は以下のとおりであります。

帳簿価額が取得原価を超える有価証券 

　株式

　社債

帳簿価額が取得原価を超えない有価証券

　株式

　社債

百万円

差額

2006

千米ドル

 

$87,197   

－   

 

（358） 

－   

$86,839   

帳簿価額

 

$138,699   

－   

 

1,413   

－   

$140,112   

取得原価

 

$51,502   

－   

 

1,771   

－   

$53,273   

差額

2005

¥4,781  

0  

（70）

－  

¥4,711  

帳簿価額

¥10,469  

5  

365  

－  

¥10,839  

取得原価

¥5,688  

5  

435  

－  

¥6,128  

差額

2006

 

¥10,243   

－   

 

（42） 

－   

¥10,201   

帳簿価額

 

¥16,293   

－   

 

166   

－   

¥16,459   

取得原価

 

¥6,050   

－   

 

208   

－   

¥6,258   

非上場株式

その他

千米ドル

2006  

帳簿価額

$33,907   

3,158   

$37,065   

百万円

¥3,445  

261  

¥3,706  

2006  種類 2005  

¥3,983   

371   

¥4,354   

（b）その他有価証券

（3）2006年3月31日及び2005年3月31日現在のその他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の

償還予定は以下のとおりであります。

一年内 

－   

－  

社債

その他

千米ドル

一年超5年以内  

－   

－   

－   

－   

一年超５年以内  2006年3月31日 一年内  

－   

－  

百万円

一年内 

¥5  社債

一年超５年以内  2005年3月31日

－  

百万円

（2）2006年3月31日及び2005年3月31日現在の時価のない有価証券の帳簿価額の要約は以下のとおりであります。

（a）子会社株式及び関係会社株式

再評価後の  
帳簿価額  

¥15,896  再評価した事業用土地

千米ドル 

差額  

$22,934  ¥2,694  

時価  差額  

¥13,202  

百万円 

再評価を行った土地の2006年3月31日現在における時価と再評価後の帳簿価額との差額は以下のとおりであります。

短期借入債務の期末残高に対する加重平均利率は2006年3月31日で0.84%、2005年3月31日で0.89%であります。

2006年及び2005年3月31日における長期借入債務の内訳は以下のとおりであります。

長期借入債務の1年ごとの返済期日は以下のとおりであります。

2007年

2008年

2009年

2010年

2011年 

2012年 およびそれ以降

百万円各事業年度末 千米ドル

¥21,151  

12,029  

12,579  

20,139  

8,421  

2,819  

$180,054  

102,401  

107,083  

171,440  

71,686  

23,998  



繰延税金資産: 

　役員退職慰労引当金及び退職給与引当金

　税務上の繰越欠損金

　関係会社整理に伴う損失

　未払費用（賞与）

　投資有価証券評価減

　未払事業税

　貸倒引当金

　その他

　　　繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

繰延税金負債: 

　固定資産圧縮積立金

　その他有価証券評価差額金

　その他

繰延税金負債合計

繰延税金資産・負債の純額

2006 2005

百万円

2006

千米ドル

 

¥  4,157   

3,979   

－   

1,575   

1,312   

－   

453   

2,852   

14,328   

（4,378） 

9,950   

 

（4,391） 

（4,155） 

（1,740） 

（10,286） 

¥   （336） 

￥  3,362  

4,206  

1,520  

1,088  

1,425  

346  

604  

1,893  

14,444  

（4,362）

10,082  

（4,397）

（1,874）

（1,566）

（7,837）

¥  2,245  

 

$  35,388   

33,872   

－   

13,408   

11,169   

－   

3,856   

24,279   

121,972   

（37,270） 

84,702   

 

（37,380） 

（35,371） 

（14,812） 

（87,563） 

$  （2,861） 

法定実効税率

　持分法投資利益

　永久に損金不算入の費用

　連結子会社における損失

　税務上の繰越欠損金の損金算入

　連結調整勘定当期償却額

　住民税均等割

　関係会社整理に伴う税効果

　その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率 

2006 2005

40.6% 

（3.2） 

2.5   

1.5   

（1.3） 

1.1   

1.0   

－   

1.9   

44.1%

40.6%

－  

2.4  

－  

1.3  

－  

（2.0）

（7.4）

（1.1）

33.8%

現金及び預金

土地

建物及び構築物

機械装置及び運搬具 

投資有価証券

その他 （有形固定資産）

その他の資産

百万円 千米ドル

¥     105  

5,859  

4,676  

1,365  

1  

50  

92  

¥12,148  

$       894  

49,877  

39,806  

11,620  

9  

426  

782  

$103,414  

2006年3月31日現在における仕入債務1,227百万円（10,445千米ドル）、短期借入債務239百万円（2,035千米ドル）

及び長期借入債務7,184百万円（61,156千米ドル）に対する担保提供資産の要約は以下のとおりであります。

会社は、輸入取引における為替相場の変動リスク

を回避する目的でデリバティブとしての為替予約を

行っております。また、借入金の金利変動リスクを

回避する目的でデリバティブとしての金利スワップ

取引を利用しております。会社は投機目的でデリバ

ティブ取引を行っておりません。

ヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。

ヘッジ手段：為替予約　金利スワップ

ヘッジ対象：輸入取引　長期借入金

2006年3月期及び2005年3月期において、繰延税金資産及び負債を計算するために用いた法定実効税率は、

40.6%であります。2006年3月期及び2005年3月期現在における法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率

との調整は以下のとおりであります。

2006年3月31日及び2005年3月31日現在における繰延税金資産・負債の主な内容は以下のとおりであります。

日本の商法では、原則として、株式払込金の全額

を資本金とする必要がありますが、取締役会の決議

によって新株発行価額の2分の1を超えない金額を

資本準備金とすることができます。なお、資本準備

金は資本剰余金に含まれております。

日本の商法に基づき、利益準備金と資本準備金と

の合計額が資本金の額の25%に達するまでは、現金

配当及びその他の現金支出を伴う利益剰余金処分額

の少なくとも10%以上の金額を利益準備金として積

み立てなければなりません。当社の利益準備金及び

資本準備金の合計額は資本金の額の25%に達してお

りますので、利益準備金のこれ以上の積み立ては必

要ありません。利益準備金と資本準備金は、株主総

会の決議によって欠損填補に充当したり、取締役会

の決議によって資本金に組入れることができます。

また、利益準備金と資本準備金との合計額が資本金

の額の25%未満にならないことを条件として、株主

総会の決議によって配当原資として利用することも

できます。利益準備金は添付の連結財務諸表におけ

る利益剰余金に含まれております。

配当可能限度額は、日本の商法の定めにより、会

社の個別財務諸表に基づいて算定しております。



投資有価証券売却損

ゴルフ会員権売却損

2006 2005

百万円

2006

千米ドル

¥14   

－   

¥14   

¥51  

12  

¥63  

$119   

－   

$119   

資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産

の合計は2006年3月31日現在で54,180百万円

（461,224千米ドル）、2005年3月31日現在で48,321

百万円あり、その主なものは連結財務諸表提出会社

の現金及び預金、投資有価証券及び管理部門に係る

資産等であります。

2006年3月期及び2005年3月期の日本における売

上高及び資産の金額は全セグメントの売上高及び資

産の90%以上であります。2006年3月期及び2005年

3月期の海外売上高は全セグメントの売上高の10%

未満であります。

 

¥376,306   

－   

376,306   

355,893   

¥  20,413   

¥306,366   

¥  13,267   

¥    1,247   

¥  23,677   

 

¥         －   

（21,313） 

（21,313） 

（21,313） 

¥         －   

¥21,945   

¥         －   

¥         －   

¥         －   

 

¥22,198   

12,499   

34,697   

33,942   

¥     755   

¥36,454   

¥  1,879   

¥     116   

¥  2,059   

 

¥66,213   

1,049   

67,262   

64,943   

¥  2,319   

¥33,803   

¥     834   

¥         －   

¥  1,899   

 

¥29,399   

1,025   

30,424   

30,818   

¥   （394） 

¥13,147   

¥     665   

¥  1,015   

¥     387   

 

¥46,733   

538   

47,271   

45,640   

¥  1,631   

¥27,568   

¥  2,229   

¥         －   

¥  2,926   

 

¥42,591   

78   

42,669   

40,655   

¥  2,014   

¥34,733   

¥  1,245   

¥         －   

¥  1,786   

 

¥169,172   

6,124   

175,296   

161,208   

¥  14,088   

¥138,716   

￥   6,415   

￥      116   

¥  14,620   

売上高:

　外部顧客に対する売上高

　セグメント間の内部売上高又は振替高

   　計

営業費用

営業利益（損失）

資産

減価償却費

減損損失　　

資本的支出

百万円

連結  
その他の  
事業  

消去又は  
会社  

ケミカル  
関連事業  

生活関連  
事業  

エネルギー  
関連事業  

医療関連  
事業  

産業関連  
事業  

 

$3,203,422   

－   

3,203,422   

3,029,650   

$   173,772   

$2,608,036   

$   112,939   

$     10,615   

$   201,558   

 

$           －   

（181,434） 

（181,434） 

（181,434） 

$           －   

$186,814   

$           －   

$           －   

$           －   

 

$188,967   

106,402   

295,369   

288,942   

$    6,427   

$310,326   

$  15,995   

$987   

$  17,528   

 

$563,659    

8,930   

572,589   

552,848   

$  19,741   

$287,759   

$    7,100   

$           －   

$   16,166  

 

$250,268   

8,726   

258,994   

262,348   

$ （3,354） 

$111,918   

$    5,661   

$    8,641   

$    3,295   

 

$397,829    

4,580   

402,409   

388,525   

$  13,884   

$234,681   

$  18,975   

$           －   

$  24,908   

 

$362,569   

664   

363,233   

346,088   

$  17,145   

$295,675   

$  10,598   

$           －   

$  15,204   

 

$1,440,130   

52,132   

1,492,262   

1,372,333   

$   119,929   

$1,180,863   

$     54,610   

$          987   

$   124,457   

売上高:

　外部顧客に対する売上高

　セグメント間の内部売上高又は振替高

   　計

営業費用

営業利益（損失）

資産

減価償却費

減損損失

資本的支出

千米ドル

連結  
その他の  
事業  

消去又は  
会社  

ケミカル  
関連事業  

生活関連  
事業  

エネルギー  
関連事業  

医療関連  
事業  

産業関連  
事業  

¥317,966  

－  

317,966  

299,831  

¥  18,135  

¥273,464  

¥  11,643  

¥  17,440  

¥       －  

（18,924）

（18,924）

（18,924）

¥       －  

¥7,975  

¥       －  

¥       －  

¥22,942  

12,616  

35,558  

34,685  

¥     873  

¥40,940  

¥  1,720  

¥  2,920  

¥59,324  

259  

59,583  

57,243  

¥  2,340  

¥33,528  

¥     644  

¥  1,815  

¥28,920  

1,028  

29,948  

30,042  

¥     （94）

¥15,117  

¥     471  

¥  1,321  

¥40,718  

414  

41,132  

39,534  

¥  1,598  

¥23,855  

¥  2,262  

¥  3,032  

¥30,314  

73  

30,387  

28,905  

¥  1,482  

¥23,740  

¥  1,440  

¥  1,329  

¥135,748  

4,534  

140,282  

128,346  

¥  11,936  

¥128,309  

¥    5,106  

¥    7,023  

売上高:

　外部顧客に対する売上高

　セグメント間の内部売上高又は振替高

   　計

営業費用

営業利益（損失）

資産

減価償却費

資本的支出

百万円

連結  
その他の  
事業  

消去又は  
会社  

ケミカル  
関連事業  

生活関連  
事業  

エネルギー  
関連事業  

医療関連  
事業  

産業関連  
事業  2005年3月期

2006年3月期 

2006年3月期 

会社及び連結子会社は会社の製造及び販売活動

は、6つの事業（産業関連事業、医療関連事業、エ

ネルギー関連事業、生活関連事業、ケミカル関連事

業、その他の事業）に区分されます。

2006年3月期及び2005年3月期における事業の種類別セグメント情報の要約は以下のとおりであります。

2006年3月31日における受取手形割引高は497百

万円（4,231千米ドル）、受取手形裏書譲渡高は31

百万円（264千米ドル）であります。また、当社は

他の会社及び従業員の銀行借入等に対する保証債務

を行っており、その総額は1,203百万円（10,241千

米ドル）であります。

2006年3月期及び2005年3月期における投資有価証券等売却損の内訳は以下のとおりであります。

投資有価証券評価損

ゴルフ会員権評価損

2006 2005

百万円

2006

千米ドル

¥72   

23   

¥95   

¥35  

32  

¥67  

$613   

196   

$809   

2006年3月期及び2005年3月期における投資有価証券等評価損の内訳は以下のとおりであります。

関係会社整理損は、ティーエムジー（株）に係る事業撤退方針に伴う整理損失相当額であります。

生活関連事業（住設事業）用資産

遊休資産

遊休資産

種類用途 場所 減損損失（百万円）

リース資産 他  

リース資産  

土地 他  

茨城県水戸市 他  

和歌山県和歌山市  

北九州市若松区 他  

¥1,015  

¥   111  

¥   121  

2006年3月期において、連結会社は下記の資産グループについて減損損失を計上しております。

連結会社は事業用資産については業績管理上の事

業区分に基づき、遊休資産については個別物件単位

に資産のグルーピングを行っております。

生活関連事業（住設事業）用資産については、当

初の想定と比べ収益性が著しく低下し、営業活動か

ら生じる損益が継続してマイナスとなっており、か

つキャッシュ・フローの見積総額が事業用資産の帳

簿価額を下回るため減損損失を認識しております。

遊休資産については、市場価格が帳簿価額を下回

り、かつ、今後の利用計画も定まっていない資産に

ついて減損損失を認識しております。

なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売

却価額又は使用価値により測定しており、使用価値

は将来キャッシュ・フローを7％で割り引いて算出

しております。



　退職給付債務

　前払年金費用

　未認識過去勤務債務

　未認識数理計算上の差異

　年金資産

　　　　退職給付引当金

2006 2005

百万円

2006

千米ドル

¥27,585   

1,890   

3,194   

（8,100） 

（16,934） 

¥  7,635  

¥25,658  

1,410  

2,829  

（9,874）

（14,215）

¥  5,808  

$234,826   

16,089   

27,190   

（68,954） 

（144,156） 

$  64,995   

百万円 千米ドル

 （1）未経過リース料期末残高相当額

　　一年内

　　一年超

2006 2005

百万円

2006

千米ドル

 

¥  5,024   

29,744   

¥34,768  

¥  3,904  

28,306  

¥32,210  

 

$  42,768   

253,205   

$295,973  

上記未経過リース料にはリース資産減損勘定1,034百万円（8,802千米ドル）は含まれておりません。

 （2）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額及び期末残高相当額

　　取得価額相当額

　　減価償却累計額相当額

　　減損損失累計額

　　期末残高相当額 

 （3）支払リース料

 

¥44,873   

11,674   

1,095   

¥32,104   

¥  5,377  

¥40,079  

8,708  

－  

¥31,371  

¥  4,971  

 

$381,996   

99,379   

9,322   

$273,295   

$  45,773   

2006年3月31日及び2005年3月31日現在及び同日に終了する事業年度における所有権移転外ファイナンス・リース

の借り手側に関連する情報は以下のとおりであります。

2006年3月31日及び2005年3月31日現在及び同日に終了する事業年度における所有権移転外ファイナンス・リ

ースの貸手側に関連する情報は以下のとおりであります。

一年内

一年超

2006 2005

百万円

2006

千米ドル

¥   224   

2,499   

¥2,723   

¥   251  

1,287  

¥1,538  

$  1,907   

21,273   

$23,180   

2006年3月31日及び2005年3月31日現在におけるオペレーティング・リースの支払予定額は以下のとおりであ

ります。

（1）株式交換契約書締結

当社は2006年5月17日開催の取締役会決議に基づ

き、エア･ウォーター･エモト株式会社との間で、当社

が完全親会社となり、エア･ウォーター･エモト株式会

社が完全子会社となる株式交換契約書を締結いたしま

した。株式交換は2006年8月10日を予定しております。

（株式割当比率）

エア･ウォーター･エモト株式会社の普通株式１株に

対して、当社の普通株式0.1株を割当交付いたします。

（株式交換により発行する新株式数）

当社は株式交換に際して新たに普通株式949,300株

を発行し、当社が保有する自己株式450,000株を合わ

せた1,399,300株を、エア･ウォーター･エモト株式会

社の株主（当社所有分を除きます。）に割当交付いた

します。

（2）バス事業の共同推進についての基本合意

2006年5月17日、松下電工株式会社とエア･ウォータ

ー株式会社は、バス事業について両社で共同推進し

ていくことを基本合意いたしました。その内容は、

松下電工の100％出資子会社である松下電工バス＆ラ

イフ株式会社に、エア･ウォーターグループで住設関

連事業を手がけるエア･ウォーター･エモト株式会社

の株式80％とエア･ウォーター化成株式会社の全株式

を、2006年10月1日付で譲渡し、松下電工とエア･ウ

ォーターの持つバス事業を融合させることで、製造

および販売体制の一層の整備と強化、より効率的な

供給体制の構築を図るものです。エア･ウォーターは

エア･ウォーター･エモトの株式のうち20％を引き続

き保有し、松下電工との協業による再構築を通じて、

当該事業の発展を目指してまいります。なお、エア･

ウォーター･エモトの現行の業務提携は今後も継続し

てまいります。エア･ウォーター関連2社の株式譲渡

は2006年10月1日付で実施します。なお、これに先

立ちエア･ウォーターは、2006年8月10日付でエア･

ウォーター･エモトの全株式を株式交換にて取得し、

完全子会社化します。

百万円 千米ドル

 （1）未経過リース料期末残高相当額

　　一年内

　　一年超

 （2）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高

　　取得価額

　　減価償却累計額

　　期末残高

 （3）受取リース料

 （4）減価償却費

2006 2005

百万円

2006

千米ドル

 

¥   562   

1,494   

¥2,056   

 

¥2,949   

1,615   

¥1,334   

¥   545   

¥   378   

¥   545  

1,396  

¥1,941  

¥2,882  

1,614  

¥1,268  

¥   560  

¥   392  

 

$  4,784   

12,718   

$17,502   

 

$25,104   

13,748   

$11,356   

$  4,639   

$  3,218   

2006年3月期におけるリース資産の減価償却費相当額は4,512百万円（38,410千米ドル）、減損損失は1,100百万円

（9,364千米ドル）、リース資産減損勘定取崩額は66百万円（562千米ドル）、支払利息相当額は975百万円（8,300千

米ドル）であります。

2006年及び2005年3月31日現在の連結貸借対照表における退職給付引当金の内訳は以下のとおりであります。

　勤務費用

　利息費用

　期待運用収益

　会計基準変更時差異の費用処理額

　数理計算上の差異の費用処理額

　過去勤務債務の費用処理額

　　　　退職給付費用

2006 2005

百万円

2006

千米ドル

¥1,421   

546   

（383） 

－   

1,098   

（307） 

¥2,375  

¥1,434  

528  

（263）

1,358  

1,049  

（268）

¥3,838  

$12,097   

4,648   

（3,261） 

－   

9,347   

（2,613） 

$20,218  

2006年3月期及び2005年3月期の連結損益計算書に計上されている退職給付費用の内訳は以下のとおりであります。

（3）2006年6月29日に開催された当社の定時株主総会で以下の利益処分が承認されました。

　配当金

　取締役および監査役に対する賞与 

百万円 千米ドル

¥1,621  

92  

$13,799  

783  

上記以外に割増退職金を支払っており、特別損失に計上しております。

連結会社が使用した退職給付債務の割引率は主とし

て2.5%（2005年3月期は2.5%）、年金資産の期待運用収

益率は主として2.5%（2005年3月期は4.0%）でありま

す。すべての退職給付見込額は見積勤務期間を用いた

期間定額基準により各会計年度へ配分しております。

数理計算上の差異は主として12年にわたり、定額法

によって費用処理しております。過去勤務債務は12年

にわたり、定額法によって費用処理しております。



ほくさん 

大同酸素 

共同酸素 

東京証券取引所一部に上場
1961年
9月

高純度窒素ガス発生装置「Ｖ１」を開発
半導体向けミニオンサイト事業を開始

1984年
8月

LNG冷熱利用省エネ型の
空気分離装置によるクリオ・エアー操業開始

1992年
12月

米国エア・プロダクツ社と資本提携
1983年
10月

大同酸素株式会社設立（大阪市）1933年
3月

北海酸素株式会社設立（札幌市）
1929年
9月

プロパンガスの販売を開始
1955年
12月

浴室ユニット「バスオール」生産販売開始1963年
9月

社名を「株式会社ほくさん」に変更1966年
8月

冷凍食品の製造・販売を開始
1981年
3月

大同ほくさん株式会社発足  1993年
4月

大同ほくさん－共同酸素　　業務提携  1996年
5月

「大同エアプロダクツ・エレクトロニクス」設立1997年
1月

天然ガスの供給販売を開始  
1999年
4月

「エア・ウォーター株式会社」発足
2000年
4月

ケミカル事業の再編
タテホ化学工業の完全子会社化（2006年2月）

2006年
4月

「中期経営計画」策定（3ヵ年計画）
2001年
2月

新中期経営計画「ターゲット3600」策定2004年
3月

小型液化酸素・液化窒素製造装置「VSU」稼動2004年
4月

「新日化エア・ウォーター」設立2004年
7月

共同酸素株式会社設立（和歌山市）
1962年
2月

東京証券取引所一部上場1979年
9月

溶接用アルゴン「エルナックス」
製造・販売開始

1979年
9月

大阪証券取引所二部に株式上場1996年
1月

泉北酸素操業開始
関西地区で初めて液併産型オンサイト事業開始

1970年
4月



（連結対象）

〒003-0027

〒310-0836

〒542-0083

〒542-0083

〒101-0032

〒105-0004

〒060-0003

〒062-0052

〒060-0008

〒981-3411

〒592-8331

〒592-8331

〒640-8403

〒390-1701

〒003-0805

〒651-2271

〒804-0053

〒050-0065

〒532-0021

〒105-0004

〒061-3271

〒340-0807

〒003-0805

〒542-0083

〒101-0021

〒105-0003

〒592-0001

〒542-0081

〒566-0062

〒457-0823

〒678-0239

〒678-1185

〒592-0001

〒230-0071

〒007-0883

〒660-0091

札幌市白石区本通14丁目北1番26号

水戸市元吉田町1274番地1

大阪市中央区東心斎橋1丁目20番16号

大阪市中央区東心斎橋1丁目20番16号

東京都千代田区岩本町2丁目16番2号

東京都港区新橋4丁目23番4号

札幌市中央区北3条西1丁目2番地

札幌市豊平区月寒東2条16丁目1番6号

札幌市中央区北8条西13丁目28番地148

宮城県黒川郡大和町鶴巣大平字郷ノ目73番地1

堺市西区築港新町2丁6番地40

堺市西区築港新町2丁6番地40

和歌山市北島325番地

長野県松本市梓川倭4009番地1

札幌市白石区菊水5条2丁目3番17号

神戸市西区高塚台3丁目2番地16

北九州市戸畑区牧山5丁目6番

北海道室蘭市本輪西町1丁目1番7号

大阪市淀川区田川北3丁目4番57号

東京都港区新橋4丁目23番4号

北海道小樽市銭函5丁目58番地7

埼玉県八潮市大字新町29番地の3

札幌市白石区菊水5条2丁目3番17号

大阪市中央区東心斎橋1丁目20番16号

東京都千代田区外神田4丁目14番1号

東京都港区西新橋1丁目6番15号

大阪府高石市高砂1丁目5番地

大阪市中央区南船場4丁目2番4号

大阪府摂津市鳥飼上3丁目5番3号

名古屋市南区元塩町5丁目8番地

兵庫県赤穂市加里屋字加藤974番地

兵庫県赤穂市東有年字頓原952番地

中国遼寧省大連市大連経済技術開発区東北二街41号

大阪府高石市高砂1丁目4番地

横浜市鶴見区駒岡2丁目9番3号

札幌市東区北丘珠3条3丁目2番16号

兵庫県尼崎市中浜町1番8

2006年8月1日

〒003-0805

〒060-0003

〒040-0061

〒984-0002

〒984-0002

〒263-0005

〒321-3231

〒183-0035

〒105-0013

〒342-0008

〒350-1313

〒959-2215

〒390-1701

〒459-8001 

〒604-0903

〒573-8567

〒641-0062

〒700-0961

〒739-2117

〒769-0223

〒803-0803

〒854-0065

〒869-0416

札幌市白石区菊水5条2丁目3番12号

札幌市中央区北3条西1丁目2番地

函館市海岸町3番6号

仙台市若林区卸町東1丁目1番3号

仙台市若林区卸町東1丁目1番3号

千葉市稲毛区長沼町302番地4

宇都宮市清原工業団地1番3号

東京都府中市四谷5丁目36番地

東京都港区浜松町1丁目9番10号

埼玉県吉川市旭8番2号

埼玉県狭山市上赤坂608番地3

新潟県阿賀野市六野瀬字井戸瀬436番地5

長野県松本市梓川倭3878番1

名古屋市緑区大高町大根山14番地

京都市中京区河原町通夷川上ル指物町330番地

大阪府枚方市中宮大池2丁目10番1号

和歌山市雑賀崎2017番地29

岡山市北長瀬本町10番25号

広島県東広島市高屋台1丁目7番23号

香川県綾歌郡宇多津町新開2600番地1

北九州市小倉北区許斐町1番地

長崎県諫早市津久葉町6番地2

熊本県宇土市松山町字東柳町1320番地12号

2006年8月1日



北海道支社産業事業部

東北支社
エアセパガス部

関東支社

炭酸ガス部

甲信越支社

特殊ガス部

中部支社

プラントガス部セーフティ・コンプライアンスセンター 

環境推進部

保安推進部

医療安全推進部 

食品安全推進部

近畿支社

水素ガス事業部

中・四国支社

ウェルディング事業部

九州支社

プラント事業部
シェアード・サービスセンター 

北海道グループ 

東日本グループ 

西日本グループ 

オンサイト部

秘書室

ＮＶ事業部 

エアゾル部

監査室

大同エアプロダクツ・エレクトロニクス

広報室

新日化エア･ウォーター

セーフティ・コンプライアンスセンター

監査役会

医療事業部

エア･ウォーター防災

取締役会

SPD事業部

会　　長

ケミカル事業部

総務部

副 会 長

ベルパール事業部

人事部

社　　長

タテホ化学工業

経理部

エア・ウォーター物流

財務部

エコ・ロッカ事業部

システム部

エンジニアリング部

経営戦略室

総合開発研究所

総合企画室

メンテナンス部

シェアード･サービスセンター

エア･ウォーター･エネルギー

エネルギー事業部

春雪さぶーる

エア･ウォーター･エモト

ケミカル事業部

鹿島工場

和歌山工場

オンサイト部

千歳工場

輪西工場

鹿島工場

宇都宮工場

新潟工場

和歌山工場

山口工場

小倉工場

ベルパール事業部

防府工場

物流・調達事業部

は関係会社

総合開発研究所 

技術戦略グループ 

ハイブリッド材料研究室

先端技術研究室

医療研究室

機器開発室

北海道分室

ケミカル開発センター

プロセス開発センター

2006年8月1日現在エア･ウォーターグループ組織図 

エア･ウォーター株式会社　http://www.awi.co.jp/

大阪市中央区東心斎橋1丁目20番16号　　　　　　　　　

TEL.06-6252-5411 FAX.06-6252-3965

札幌市中央区北三条西1丁目2番地

1929年9月24日

16,663百万円

6,662人（連結）

東京、大阪、札幌

毎年4月1日から翌年3月31日まで

毎年6月開催

定時株主総会　　毎年3月31日

期末配当金　　　毎年3月31日

中間配当金　　　毎年9月30日

大阪市中央区北浜四丁目5番33号　住友信託銀行株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目4番4号　住友信託銀行株式会社証券代行部

〒183-8701 東京都府中市日鋼町1番10 住友信託銀行株式会社　証券代行部

住所変更等用紙のご請求　フリーダイヤル：0120-175-417

その他のご照会　　　　　フリーダイヤル：0120-176-417

青木弘

豊田昌洋

美坂佳助

吉野明／見野忠嗣／南谷勝治

赤津敏彦／笹山隆男／平松博久

藤原慶夫／金澤正博／藤田昭／角谷登／西川幸一良

遠藤侑宏／松本正基／佐伯憲康／唐渡有

小島又雄／ジョセフ・ジョン・カミンスキー

片野倶宏／伊藤安生／半田 忠彦

石橋太郎

株主名 持株数（千株） 出資比率（％）




